
平成30年度の直方市普通会計決算額は、

歳入　260億 6,135万円　（前年度と比較して、15億 7,858万円、6.4％ の増）

歳出　256億 1,045万円　（前年度と比較して、12億 5,834万円、5.2％ の増）となり、

形式収支（歳入－歳出）は、4億 5,089万円の黒字、

実質収支（歳入－歳出－翌年度の支出が決まっている金額）では、1,557万円の黒字となりました。

※万円未満四捨五入のため、差引き金額が一致しない場合があります。

　20億 40億 　60億 80億 100億 20億 40億 60億 80億 100億

… H30年度 … 前年度 … H30年度 … 前年度

◆ 歳入の主なものについて

30年度の歳入決算額は、前年度と比較して約15億8千万円の増となりました。

増加の要因としては、ふるさと納税が大幅に伸びたことによる寄付金の増加や、市税や地方交付税、国県支出金などの

主な歳入が増額となったことがあげられます。

◆ 歳出の主なものについて

30年度の歳出決算額は、前年度と比較して約12億6千万円の増となりました。

増加の要因としては、道路新設改良事業費の増や、豪雨による災害復旧費の増により投資的経費が増額となっていること、

ふるさと納税の増に伴い、物件費と積立金が増額となったことなどが挙げられます。

内 容名 称

30 年 度 金 額

67億 1,101万円

56億 2,531万円

53億 601万円

18億 8,052万円

18億 2,464万円

-2.0%

2億 2,939万円

9.5%

5,796万円

3.2%

26億 5,489万円

教 育 費

-0.9%

12億 192万円

64.5%

-4,258万円

【 歳入総額　260億 6,135万円 】 【 歳出総額　256億 1,045万円 】

-1億 1,113万円

市 債

県 支 出 金

名 称

市 税

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

前 年 度 金 額 増 減

寄 付 金

内 容

市民税、固定資産税、軽自動車税、市
たばこ税、都市計画税など

全国の市町村が一定水準の行政を行う
ため、国から交付されるもの

国からの補助金・負担金などで使用目
的が特定されているもの

66億 4,451万円
6,650万円

1.0%

3.1%

55億 3,348万円

52億 7,623万円

9,183万円

1.7%

17億 3,848万円

17億 6,977万円

1億 4,204万円

8.2%

5,487万円

市が道路や学校などを作るために借入
れたもの

国庫支出金と同様に、県から市に交付
されるもの

総 務 費
全般的な事務や人事・企画・財政など
他に分類されない事業に使われたもの

18億 6,419万円

民 生 費
各種福祉事業や医療費助成、生活保護
などに使われたもの

2,978万円

0.6%

増 減

15億 889万円

4418.3%

土 木 費
道路・公園・河川の整備や、市営住宅
の維持管理などに使われたもの

24億 2,550万円

衛 生 費 20億 6,233万円

3,415万円

前 年 度 金 額

ふるさと納税等の寄付金など

30 年 度 金 額

15億 4,304万円

小・中学校や幼稚園の運営、学校の整
備など、教育に使われたもの

18億 994万円18億 6,789万円

123億 5,435万円122億 4,322万円

30億 6,611万円

ごみ・し尿の処理や公害対策など、衛
生的な生活を送るために使われたもの

21億 491万円

～　平成30年度　直方市普通会計決算　～

公 債 費
施設整備などのために借り入れた費用
の返済に充てられたもの

19億 7,229万円 20億 7,863万円
-1億 633万円

-5.1%

その他 

使用料及び手数料 

県支出金 

市債 

国庫支出金 

地方交付税 

市税 

農林水産業費 

教育費 

衛生費 

土木費 

公債費 

民生費 

 



　ここでは、「もし直方市普通会計の収入が、年間 400万円だったら」という設定で、家計簿を作ってみました。

  収入をみますと、給料（市税）からその他の収入までの自前で調達できる収入は全体の38.3％で、実家からの援助（国・

県支出金や各種譲与税、地方交付税）や銀行からの借入金（市債）に大きく依存していることが分かります。このことから

直方市の収入は個人レベルに置き換えると『大学生』のような収入構造といえます。アルバイトなどで得る収入（自前で調

達できる市税などの収入）は必要経費の40％に満たず、実家からの仕送り（地方交付税など）に50％以上を頼っています。

それでも不足する分について借入金（市債など、学生では奨学金に相当）で補填しているのが実情です。

  支出は、医療費や教育費（扶助費）、食費（人件費）、子どもへの仕送り（繰出金）、住宅などのローン返済（公債費）

が一般的に義務的経費といえます。この4つが全体の70.2％を占めています。家屋の増改築や修繕費用など（普通建設事業

など）と車や電化製品の購入費（備品購入費）及び自然災害による家屋や庭の修繕費用（災害復旧事業費）は、政策的・投

資的経費ですが、全体の9.7％です。その他は、光熱水費など（経常的経費）で、全体の20.1％です。このことから直方市

の支出は、医療費や教育費（扶助費）、住宅などのローン返済（公債費）の多さや、子どもへの仕送りから『中高年の家庭』

の支出構造といえます。

◆ 収支の状況

（形式収支）

（実質収支）　　収入（4,000,000円）－支出（3,892,483円）－翌年度の支出が決まっている金額（25,384円） ）

＝

◆ 貯金とローンの残高

　貯金残高　（基金残高）

　ローン残高（公債費残高）

0.0%

117,459

21.6%

 銀行などへの預金
 （積立金）

20,053

35.1%

13.8%

 友人や会社への援助金など
 （補助費、貸付金、投資及び出資金）

534,488

355,533

)　－翌年度の支出が決まっている金額（

）－支出（

479,793

6,359

2.6%

66,815 円

18,056

863,395

6,639

104,382

7.2%

0.5%

0.2%

2,388 円

69,203 円

収入（ 4,000,000 円 ）－支出（

～　直方市の家計簿　～

金額　（円）収入の内容 金額　（円）

)　＝3,930,797 円

27.4%

支出の内容

収入の部 支出の部

541,562

 家屋の増改築や修繕費用など
 （維持補修費、普通建設事業費）

0.5%

7.7%

 住宅などのローン返済
 （公債費）

9.0%

302,716

13.6%

7,867

6.7%

25.8%

3,175,756 円

4,000,000 円

 給料
 （市税）

197,724

収入（

1,030,033

実家からの援助

4.9%

0.2%

 自然災害による家屋や庭の修繕費用
 （災害復旧事業費）

 冠婚葬祭費
 （交際費）

 その他
 （電話代や光熱水費、保険料や消耗
   品の購入費など）

0.2%

 仕事をお願いしたお礼
 （委託料）

103

3,930,797

743,710 円

3,930,797 円

271,594

 銀行からの借入金
 （市債）

91,216

219,905

5.5%

1,094,441

288,629  車や電化製品の購入費
 （備品購入費）

（地方交付税）

 医療費や教育費
 （扶助費）

 食費
 （人件費）

 子どもへの仕送り
 （繰出金）

（譲与税・交付金など）

 前年度の黒字
 （繰越金）

 その他の収入

 預金の利子や土地の売却収入など
 （財産収入）

1,378,850

（国・県支出金）

 預金のひきだし
 （繰入金）

 家賃収入
 （使用料や手数料など）

収入の合計 4,000,000 支出の合計

12.2%

2.3%

3.0%

 



市町村の財政状況を評価するものに、健全化判断比率（4種類）、経常収支比率、財政力指数などがあります。

ここでは、このような財政指標を使って近隣の団体と比較しながら、本市の決算状況を見ていきます。

(1)　財政力指数

　市の財政に力があるかどうかを見るための指標です。

　この数値が「1」に近く、あるいは「1」を超えるほど、市が自ら

調達できる財源の割合が高く、財政力が強いと言えます。

　30年度の本市財政力指数は 0.56、本市を除く筑豊7市の平均値が

0.50、全国の類似団体（本市と人口・産業構造が類似している団体）

の平均は0.73（29年度）でしたので、本市及び筑豊7市の財政基盤は

全国的に見ると、かなり弱いことになります。

■ 直方市

◆ 筑豊7市平均（直方市を除く）

▲ 類似団体平均（H29まで）

(2)　経常収支比率

　市の財政にゆとりがあるかどうかを見るための指標です。

　自由になるお金の中で、自治体として義務的に必要となる経費が

どれくらいかかっているのかを示したもので、70～80％が理想と考

えられています。

　30年度は、経常一般財源等収入（自由になるお金）は前年度より

増額となりました。経常経費充当一般財源（義務的に必要となる経費）

については、物件費や扶助費は増額となりましたが、公債費や

人件費、繰出金は減額となり、結果2.4％改善しました。

　21年度以降100％を下回っていますが、県内市町村と比較してもか

なり高い水準にあり、依然として本市財政の硬直化は続いています。

■ 直方市

◆ 筑豊7市平均（直方市を除く）

▲ 類似団体平均（H29まで）

(3)　健全化判断比率　【数値は平成30年度】

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、健全化判断

比率を公表いたします。（H30年度決算より）

　左表が直方市の30年度決算に基づく各指標の数値となります。

　本市の数値が、この内 1つでも早期健全化基準を超えた場合には

改善するための財政健全化計画を策定し、国の関与下で財政の健全

化を図っていかなければなりません。

　また、いずれかの数値が財政再生基準を超過した場合には、より

厳しい財政再生計画を策定し、国のより強い関与下での改善が行わ

※ 「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は直方市の場合の基準 れることになり、自主的な財政運営が著しく制限されます。

　①　実質赤字比率

　　標準財政規模（通常収入されると考えられる経常的な一般財源の規模）に対する、本市普通会計の赤字の割合となります。

　　30年度決算では、赤字決算は発生しておらず、指標としては「なし」となります。

　②　連結実質赤字比率

　　普通会計以外の特別会計や公営企業会計（国民健康保険事業、介護保険事業、上下水道事業など）を含めた、直方市全体の赤字額が

　　標準財政規模に占める割合です。①と同じく赤字決算となっておらず、指標としては「なし」となります。

　③　実質公債費比率

　　市の借金返済による財政負担の度合いを見るための指標で、一般会計だけでなく、公営企業会計や一部事務組合などの公債費に使われた

　　負担金なども含めて算定します。直近3年間の平均で見るものとされ、表の数字はH28～30年度決算による平均値となります。

　④　将来負担比率

　　将来一般会計で負担することが見込まれる金額の標準財政規模に対する割合を示したものです。

　　市だけでなく、市が出資した第3セクターなどに対する負担も含みます。

　

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

20.00実質赤字比率

～　指標でみる直方市の決算状況　～

直方市
（前年度比較）

12.95

25.0 35.0

-

-

55.8
（△3.1）

6.7
（△1.3）

17.95 30.00

350.0 -

早期健全化
基準

財政再生基準指標名称

0.59 0.57 
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(4)　資金不足比率　【数値は平成30年度】

　健全化判断比率と同じく財政健全化法で新たに定められた指標です。

　自治体が運営する公営企業会計の健全性を測る指標となります。

　左表に示す特別会計の資金不足額（実質赤字額など）の事業規模に対する

割合であり、これが20％を超えると該当する公営企業会計は経営健全化計画

を策定する事が義務付けられ、経営の改善を目指すものとなります。

　本市の公営企業会計は、左の全てで赤字額が発生しておらず、指標として

は「なし」となります。

公共下水道事業
特別会計

- 20.00

- 20.00

- 20.00
農業集落排水事業

特別会計

上頓野産業団地造成事業
特別会計

- 20.00

特別会計の名称

水道事業会計

直方市
早期健全化

基準


